

































































































































































































































































































年 事業所数 従業者数 製造品出荷額等総額
1954 730 100.0 45,957 100.0 102,919 100.0
1955 722 98.9 48,334 105.2 111,948 108.8
1956 718 98.4 54,130 117.8 158,893 154.4





















































































































業団 28,381 28,381 8 1969 金属機械一般等
























13,013 11.673 10 1977
プラスチック、プレス機械
等
東初島工業団地 東初島町 尼崎市土地開発公社 29,726 27,159 22 1979 金属、プレス機械等
北初島工業団地 北初島町 尼崎市土地開発公社 18,635 17,855 10 1981
金属、鉄材、建築機械等製
造産業用機械
















止事業団 23,000 19,377 23 1991
金属製品、一般機械、電気
機械、精密機械等

















































総合基本計画 基本計画 実施計画など 計画期間 事業費 
（百万円・構成比）
1971年 なし 1972年度版事業計画 1972～1974年 6,477（ 8.4％）
1973年事度版業計画 1973～1975年 9,480（10.5％）
1974年度版事業計画 1974～1976年 12,188（10.7％）
1975年度版事業計画 1975～1977年 10,843（ 7.1％）
1979年 1979年計画 第１次実施計画 1980～1982年 435（ 0.3％）
第２次実施計画 1983～1985年 2,770（ 2.3％）
1986年 1986年計画 第３次実施計画 1986～1990年 9,504（ 4.6％）
1992年 1992年１次計画 第１次実施計画 1992～1994年 5,214（ 3.3％）
第２次実施計画 1996～1997年 事業費計上なし
第３次実施計画 1998～2000年 事業費計上なし

























































































































策定時期 期間 都市像 施策の基本方向など






































































































































































































































































































































































































































尼崎市 2,541 100.0 2,108 82.9 1,581 62.2
兵庫県 25,374 100.0 22,761 89.7 18,337 72.2
全　国 654,436 100.0 589,713 90.1 468,621 71.6
従業者数
尼崎市 58,516 100.0 44,608 76.2 36,151 61.7
兵庫県 481,150 100.0 419,569 87.2 374,265 77.7
全　国 10,880,240 100.0 9,700,039 89.1 8,534,938 78.4
製造品出荷額等
総額（億円）
尼崎市 18,321 100.0 15,893 86.7 13,302 72.6
兵庫県 145,267 100.0 141,828 97.6 135,645 93.3






















































































































































































































































































































































































市街化区域の合計 工業専用地域 工業地域 工業専用・工業地域の合計
尼崎市 4,621 693 561 1,254（27.1％）
堺市 10,928 1,938 313 2,251（20.5％）
大阪市 21,145 2,016 904 2,920（13.8％）
京都市 14,987 68 1,321 1,389（13.8％）
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